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兵庫県労委平成２１年（不）第１４号         

 

命 令 書 
 

尼崎市  

申  立  人   Ｘ労働組合  

       代表者  執行委員長  ｘ  

 

      新潟市  

 同     Ｘ１  

 

      神戸市中央区  

被申立人   Ｙ株式会社  

       代表者  代表取締役  ｙ  

 

 上記当事者間の兵庫県労委平成２１年（不）第１４号Ｙ不当労働行為

救済申立事件について、当委員会は、平成２４年１月２６日第１３９９

回公益委員会議において、会長公益委員滝澤功治、公益委員正木靖子、

同大内伸哉、同小原健男、同神田榮治、同関根由紀、同米田耕士出席し、

合議の上、次のとおり命令する。  

 

主  文 

 

１  被申立人Ｙ株式会社は、本命令書写し交付の日から７日以内に、下

記文言を記載した文書を申立人Ｘ労働組合に手交しなければならない。  

                記  

                      平成  年  月  日  

  Ｘ労働組合  

   執行委員長  ｘ  様  

                     Ｙ株式会社  

写 
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                 代表取締役  ｙ  

 

  Ｙ株式会社が、Ｘ労働組合との平成２１年度の春闘及び夏季賞与に

係る団体交渉に誠実に応じなかった行為は、兵庫県労働委員会におい

て、労働組合法第７条第２号に該当する不当労働行為であると認定さ

れました。  

 今後、このような行為を繰り返さないことを誓約します。  

 

２  その余の申立ては棄却する。  

 

理  由 

 

第１  事案の概要及び請求する救済の内容の要旨  

 １  事案の概要  

本件は、被申立人Ｙ株式会社（以下「会社」という。）が、平成

２０年度冬季賞与について、従業員の評価を行い、「収益改善協力  

金」という名目で金額を加算するなどして、申立人Ｘ労働組合（以

下「組合」という。）の組合員に対し、他の労働組合の組合員やい  

ずれの労働組合にも加入していない従業員（以下「未組織従業員」

という。）と差を付けた額を支給したことが、労働組合法第７条第

１号及び第３号の不当労働行為に該当し、平成２１年度夏季賞与に

ついて、組合の組合員に対し、他の労働組合の組合員や未組織従業

員と差を付けた額を支給したこと及び申立人Ｘ １ （以下「Ｘ １ 」と

いう。）に対して、申立人組合の組合員であるが故に譴責処分を行

ったことが、いずれも労働組合法第７条第１号の不当労働行為に該

当し、並びに、組合との平成２１年度春闘及び夏季賞与に係る団体

交渉における会社の対応が、労働組合法第７条第２号の不当労働行

為に該当するとして、救済申立てのあった事案である。  

 ２  請求する救済の内容の要旨  

  ⑴  会社は、平成２０年度冬季賞与について、組合の組合員に対し  

て、５０，０００円と収益改善協力金として各組合員に支給され  
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た金額との差額を支払え。  

  ⑵  会社は、組合の組合員に対して、平成２０年度冬季賞与加算金  

として、一律１００，０００円を支払え。  

  ⑶  会社は、組合の組合員に対して、平成２１年度夏季賞与加算金  

として、一律１４８，０００円を支払え。  

  ⑷  会社は、Ｘ１に対する譴責処分を取り消せ。  

  ⑸  会社は、組合との団体交渉に際して、無条件で、Ａ株式会社

（以下「Ａ」という。）の連結貸借対照表及び損益計算書を開示  

せよ。  

  ⑹  会社は、組合との団体交渉に際して、無条件で、損益計算書の  

販売管理費及び一般管理費の明細が分かる書類を開示せよ。  

  ⑺  謝罪文の掲示  

 

第２  本件の争点  

 １  平成２０年度冬季賞与について  

  ⑴  収益改善協力金の支給額について、他の従業員との間で差を設  

けたことは、組合の組合員に対する不利益取扱い及び組合に対す  

る支配介入に該当するか。  

  ⑵  ワンマン運行協定の改定を条件とした他組合の組合員への増額  

支給は、組合の組合員に対する不利益取扱い及び組合に対する支  

配介入に該当するか。  

 ２  平成２１年度夏季賞与について、他組合の組合員との間で支給額  

に差があることは、組合の組合員に対する不利益取扱いに該当する  

か。  

 ３  Ｘ１に対する譴責処分は、組合の組合員に対する不利益取扱いに  

該当するか。  

 ４  平成２１年度の春闘及び夏季賞与に係る団体交渉における会社の  

対応は、不誠実な団体交渉に該当するか。  

 

第３  当事者の主張  

 １  平成２０年度冬季賞与について  
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  ⑴  収益改善協力金について（争点１⑴）  

   ア  申立人の主張  

    (ｱ ) 組合員と他の従業員との支給額の差について  

      会社は、平成２０年度冬季賞与を支給する際に、収益改善

協力金の制度を導入し、申立外Ｂ労働組合の組合員及び未組

織従業員には一律に最高額の５０，０００円を支給しながら、

組合の組合員には恣意的な評価を行って、平均で２８，６５

８円という低額の支給を行った。  

    (ｲ ) 会社からの一方的な制度の導入について  

      会社と組合は、平成２０年１２月２２日の団体交渉で、収

益改善協力金の支給基準となる業績評価の評価基準について、

今後話し合うことを確認したが、会社は、その後の団体交渉

においてこのことを話し合うことなく、平成２１年１月１４

日、従業員に対して「業績評価（業務係）」（以下「評価シ

ート」という。）と題する文書を交付し、同月１６日までに

提出するよう求めた。  

      このように、収益改善協力金の制度は、その評価基準につ

いて話し合うという組合との約束を無視し、一方的になされ

たものである。  

    (ｳ ) 組合員に対する恣意的評価について  

会社の代表取締役社長ｙ（以下「ｙ社長」という。）は、

会社の各営業所長に対し、評価シートを交付し各営業所長は、  

組合を離れた従業員に対して甘い一次評価をした。そして、

Ｂ労働組合の組合員や未組織従業員に対しても、同様に甘い

評価を行ったにもかかわらず最高額５０，０００円（契約社

員は３０，０００円）に達しない場合には、本社で行う二次

評価によって最高額となるように調整している。  

こ の 二 次 評 価 に つ い て も 、 本 社 に は 、 各 営 業 所 長 か ら

個々の従業員の評価の基礎となる資料が送られているわけで

もないので、およそ客観的で公正な基準があったとは考えら

れない。  
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      また、Ｙ １ 営業所のＢ労働組合の組合員が、株式会社Ｃ

（以下「Ｃ」という。）の業務に従事したことで高い評価を

得ているが、この業務は、平成１３年８月２０日国土交通大

臣告示第１３６５号（以下「改善基準告示」という。）違反

が頻発する業務であり、組合は以前からこの業務に従事しな

いこととしていた。このような違法な業務に従事したことを

理由に高く評価することには合理性がない。  

したがって、収益改善協力金に関する業績評価は明らかに  

恣意的である。  

    (ｴ ) Ｂ労働組合の組合員に対する一律支給について  

      会社は、Ｂ労働組合に対しては一律５０，０００円を支給

する旨提案した。これは、賞与交渉時にＢ労働組合が掲示板

に貼り出したビラに「収益改善協力金５０，０００円」と記

載されていることからも明らかである。  

そして、実際にＢ労働組合の支給対象者１５人のうち、過

去に事故を起こしたため地上勤務になり乗車勤務を行ってい

ない２人を除く全員に、最高額の５０，０００円が支給され

ている。  

    (ｵ ) Ｄ、Ｅの組合脱退について  

従前組合に加入していたＤは、平成２１年１月２１日に

組合脱退届を提出した。同じくＥは、同年２月２日に組合脱

退届を提出した。  

その直後に、Ｄ及びＥは、会社に組合脱退届の写しを提

出し、収益改善協力金５０，０００円の支給を受けている。  

これは、会社からＤ及びＥに対して、組合を脱退すれば収益

改善協力金５０，０００円を支給する、という働きかけがな

されたことの証左である。  

    (ｶ ) Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉについて  

Ｙ２営業所において最高額５０，０００円が支給された組  

合員は、ＦとＧの２人である。Ｆは、平成２１年２月１２日

に組合を脱退し、５０，０００円の支給を受けている。支給
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日は明らかではないが、同月２０日であると思われる。した

がって、Ｆは、支給時を基準にすれば組合員ではない。Ｇは、

同年９月３０日に組合を脱退している。  

Ｙ３ 営業所において５０，０００円を支給された組合員は

Ｈであり、Ｙ４ 営業所において５０，０００円を支給された

組合員はＩである。  

すなわち、組合員のうち、最高額５０，０００円の支給を  

受けた者はわずか３人であり、そのうち１人は後に脱退して  

いるということになる。  

このように見ていくと、ＨとＩのみが会社の組合つぶし

の策動に乗らずに組合脱退を踏みとどまっているものの、５

０，０００円の支給を受けた組合員６人のうち３人までが収

益改善協力金支給直前に組合を脱退し、しばらく持ちこたえ

たＧも同年中に脱退しているので、会社の組合つぶしの策動

はかなりの成果を挙げているといえる。  

なお、５０，０００円の支給を受けたＨとＩの勤務態度

等が、他の組合員と顕著に異なるような事情もない。  

    (ｷ ) ｙ社長のメールについて  

平成２１年１月９日、当時のＹ ４ 営業所のｙ １ 所長は、ｙ

社長に送った収益改善協力金に関するメールの中で、「Ｘ労

働組合の主張している拘束時間や仕事内容で業務をさせる事

により、給料やボーナスでＢ労働組合や未組織の従業員と大

きな比較ができる様に追い込みましょう。」と書いている。

従前からｙ社長と各業所長との間で組合つぶしを画策するや

りとりがあったからこそ、ｙ１ 所長はこのようなメールを送

ったのである。  

しかも、ｙ社長は、このメールに対して、「皆さんは組合  

を離れ、よくやってくれた人に良い点をつけてください。」  

と、組合を離れた従業員に対して高い評価を与えるように指  

示を出している。これは、あからさまな組合つぶしである。  

      このような指示を送っている一事をとっても、ｙ社長自身  
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が組合の切崩しを図る目的で収益改善協力金という制度を設

けたものであり、会社が組合に対する強い嫌悪の情を持って

いたことは明らかである。  

    (ｸ ) よって、この収益改善協力金の取扱いが、組合の組合員と  

Ｂ労働組合の組合員及び未組織従業員との間で差別的取扱い  

を行う不利益取扱いに該当し、組合の切崩しを図る点で支配  

介入に当たることは明白である。  

   イ  被申立人の主張  

    (ｱ ) 収益改善協力金の支給額について  

収益改善協力金は、従業員一人一人を少しでも公平に処遇  

することと、会社が従業員一人一人に対し何を望んでいるか  

の認識を共有することを目指して導入したものである。  

収益改善協力金の支給額について、組合の組合員とＢ労働組

合の組合員との間で差が付いたのは、組合の組合員に作業態

度の悪い点が多く見受けられ、公平な評価の結果そのように

なったものである。  

    (ｲ ) 制度の導入について  

会社が、平成２０年１２月２２日の団体交渉で、今後評価  

基準について話し合うとした事実はない。その団体交渉の議  

事録には、収益配分について話し合うとされており、評価方  

法や評価項目の設定は会社の専権事項である。  

    (ｳ ) 組合員に対する業績評価について  

業績評価は客観的公平な手続によって適正に行われている。  

したがって、組合に属するか否かによって評価が異なってく  

ることはない。  

      一次評価は、従業員ごとに評価シートに記載されている１  

から２０までの評価項目についてＳからＤまでの５段階で評  

価した上、それぞれの評価に対応する評価ポイントを算定し、  

これをもとに一次評価額を決定する。次いで、これに評価シ  

ートに※１から※３まで記載されている個々の従業員の会社  

に対する貢献内容を評価した二次評価額を加算して最終の支  
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給額を決定する。  

      このように、業績評価の計算方法は、係数と評価ポイント  

によって数値化して支給額を算定する一次評価と、これに二  

次評価を加え、査定金額を算出するという一定の算出式をも  

って全ての営業所で公平に行われている。  

このように、組合の組合員も、Ｂ労働組合の組合員も未組  

織従業員も全ての従業員に対し、客観的公平に行った考課に  

基づき支給している。  

      また、Ｙ１ 営業所におけるＣの業務は、一運行当たり約６

０，０００円の収益をもたらし、他の業務との単純比較で約

２倍に相当する収益となる。そして、この業務を導入するに

当たって、会社は、綿密に実証走行を行った結果、改善基準

告示に違反しない事実を確認した。  

      この点について、組合は、違法な業務に従事しない組合の  

組合員を不利益に扱い、組合を弱体化させようとしていると  

主張するが、Ｃの業務は会社の業務上の指示事項であり、全

ての従業員に対して平等に指示している事項である。  

    (ｴ ) Ｂ労働組合組合員に対する支給内容について  

      Ｂ労働組合の組合員に対して、一律５０，０００円を支給  

したという事実はない。  

      組合は、Ｂ労働組合が作成し掲示したビラを根拠に、一律  

５０，０００円を支給したと主張するが、当該ビラは交渉の  

途中経過を示したものにすぎない。  

    (ｵ ) Ｄ、Ｅの組合脱退について  

      会社が、Ｄ、Ｅらに対して脱退を働きかけた事実は全く存

在しない。  

      Ｅは、「子供ができて組合費が高くなってミルク代を払え

ないのでやってられない。組合が会社に運転記録証明書を提

出しないのはおかしい。組合は、言っていることとやってい

ることが違っている。」と組合を脱退した理由を述べている。

また、Ｄも「運転記録証明を出すべきだと思うのに組合に止
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められた。組合のやることと自分の考えが違う。」と組合を

脱退した理由を述べている。これらはｙ社長がＥ、Ｄから直

接聴取した内容である。  

      会社は、組合がいつ脱退届を受けたか知らない。しかし、  

従業員の業績評価は、Ｄの脱退届に記載されている日付の平

成２１年１月２１日より以前に決まっていた。  

    (ｶ ) Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉについて  

      収益改善協力金は利益配分として支給される賞与であり、  

賞与の査定対象期間は就業規則第４３条、賞与規程第３条に  

よって、平成２０年５月１日から同年１０月３１日までとな  

っている。  

      そして、同年１２月１日現在の組合員についてみると、最  

高額の５０，０００円を支給された者は６人であり、会社は、  

組合の主張するように組合員であるかどうかを評価の対象に  

していない。  

    (ｷ ) ｙ社長のメールについて  

      ｙ社長がメールをした平成２１年１月９日当時、組合を離

れたから業績評価が上昇したというケースはないし、その後

もない。  

      上記メールでは「火曜日には評価方法の雛型が届きます」  

と記載し、４日後の同月１３日火曜日に、ｙ社長は、全営業

所長に対して、「評価上の注意点」として、業績評価の適正

な方法について具体例を挙げた説明を送信している。その内

容は業務内容の絶対評価であって、組合員であるかどうかの

評価ではない。したがって、組合を脱退すれば評価が上がる

という記載はない。むしろ、組合と無関係に業務に関して評

価するよう記載していることが分かる。  

      以上を前提にすれば、ｙ社長のメールの「組合を離れ」の

意味は、「組合を脱退し」という意味ではなく、「組合とは

無関係に」という意味であることが分かる。したがって、ｙ

社長のメールを素直に読めば、「組合（云々）を離れ、よく
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やってくれた人には良い点をつけてください」と指示してい

ることは明らかである。  

    (ｸ ) よって、会社は、収益改善協力金を、全ての従業員に対し、  

客観的公平に行った評価に基づき支給しており、また、組合  

員であるかどうかを評価の対象にしていないので、不利益取  

扱いや支配介入に当たらない。  

  ⑵  ワンマン運行協定の改定を条件とした増額支給について（争点

１⑵）  

   ア  申立人の主張  

    (ｱ ) ワンマン運行協定改定について  

      会社は、平成２０年度夏季賞与及び同年の冬季賞与の二度  

にわたり、ワンマン運行協定の改定を増額の条件としている。  

Ｂ労働組合が会社との間で妥結したワンマン運行を許容する  

条件の緩和は、平成２０年度夏季賞与の場合と、同年冬季賞

与の場合とで違いはない。ワンマン運行協定改定という名目

で二度にわたってＢ労働組合に利益を与えるのは明らかに不

合理である。  

      会社は、従前の団体交渉経過からすれば、組合がこのよう  

な提案に応じないことは明らかであることから、意図的に組  

合間で支給額に差が生じるようにこのような条件を盛り込ん  

だのである。  

    (ｲ ) ワンマン運行協定の改定で原資が生じるかについて  

      ワンマン運行協定による経費削減効果は、改定された協定  

が適用された後の年度以降に現れるのであり、協定の改定に  

よって直ちに賞与支払いの原資が確保されるものではないか  

ら、これにより賞与支払いの原資が得られるとはいえない。  

    (ｳ ) よって、会社の上記の取扱いについては、不利益取扱い及

び支配介入の不当労働行為が成立する。  

   イ  被申立人の主張  

    (ｱ ) ワンマン運行協定改定について  

      会社が、Ｂ労働組合との間で締結した平成２０年７月８日
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付け協定は、ワンマン運行を許容する条件を緩和することに

対する協力金である。すなわち、従前ワンマン運行の条件は、  

車齢１３年又は走行距離１，０００，０００キロメートルだ

ったものを１４年又は１，１００，０００キロメートルある

いは１３年及び１，０００，０００キロメートルを目安にす

ると改めたことへの協力金である。  

      これに対し、同年１２月２３日付け協定は、車両の代替は  

車両のコンディションにより会社の責任において行うとし、  

ワンマン運行協定を事実上廃止することへの協力金である。  

      したがって、両協定は目的を異にし、同じワンマン運行協  

定について二重に利益を与えるものではない。  

      また、ワンマン運行を許容する条件の緩和を賞与の追加支  

給の条件とすることは合理性と関連性を有しており、労使交  

渉は、交渉の過程で様々な提案がなされて妥結に至ることか  

らすれば、Ｂ労働組合は上記条件の緩和に応じていることか

らしても、組合は拒否することが明らかだった、ということ

はできない。  

    (ｲ ) ワンマン運行協定の改定で原資が生じるかについて  

      ワンマン運行協定に規定されている基準を緩和しなければ、  

対象となる車両５台に対し、５人余の新たなる業務係を採用  

しなければならない。この費用は一人当たり１０，０００，  

０００円近くに上ることから、５０，０００，０００円の金  

額が新たに必要とされることになる。会社は、ワンマン運行  

協定の改定で、新たな支出を抑制することができるので、そ  

の何割かを従業員に還元するものとして、賞与上乗せを提案  

したのである。  

    (ｳ ) よって、ワンマン運行協定改定に対する協力を条件として  

増額を支給することは、二重に利益を与えるものではないし、  

それ自体不合理な内容でもないから、不利益取扱いにも支配  

介入にも該当しない。  

 ２  平成２１年度夏季賞与について（争点２）  
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  ⑴  申立人の主張  

   ア  夏季賞与交渉の経緯について  

     会社は、平成２１年９月１日に組合に対して、Ｂ労働組合と

の平成２１年度夏季賞与についての妥結内容をファックス送信

したことをもって、Ｂ労働組合に対する提案と同じ内容の提案

を行ったと主張する。  

しかし、上記ファックスは、使用者から労働組合に対する提  

案という体裁になっていない。しかも、支給日が平成２１年８  

月３１日とされており、これが同年９月１日になされた使用者  

から組合に対する賞与に関する提案であるはずはない。  

     上記ファックスは、相手方とＢ労働組合との妥結内容として

社内掲示板に貼り出されるのとほぼ同時に、組合事務所宛に頭

書もなくただそれだけが送信されてきたものである。  

     これは、Ｂ労働組合の組合員に対しては既に「３９８，００

０円」が支給されたにもかかわらず、組合の組合員には、いま

だ支払われていないことをことさら強調するために、すなわち

組合に対する嫌がらせとして会社からファックス送信されたも

のでしかない。  

   イ  Ｂ労働組合との協定内容である７条件の合理性について  

     会社は、平成２１年度夏季賞与の支給額について、Ｂ労働組

合と協定書を締結したが、その加算条件の内容は、以下のとお

り無意味かつ不合理なものであり、また、一方組合が合意でき

ないことを見越して他組合との間で当該条件を承諾することを

条件として妥結することは、当該条件をいわゆる差し違え条件

とすることであり、不当労働行為を構成する。  

    (ｱ ) 定期昇給の凍結について  

      平成２０年４月以降、会社は、｢定期昇給｣の金額について  

は、「ゼロ回答」も含め使用者が決定できるという立場を採  

り、労働組合との協議は不要であるとして、「定期昇給」を  

一方的に凍結しており、実際に平成２１年度も定期昇給は

「ゼロ」であった。  
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      よって、今回の合意により初めて「凍結」がなされたとい  

うことではないので、Ｂ労働組合との合意により新たに経費

削減効果が生じるというものではない。定期昇給が現実に

「凍結」されていることは、組合の組合員とＢ労働組合の組

合員との間に変わるところはない。したがって、この条件に

ついて合意したことは、組合の組合員とＢ労働組合の組合員

との間に、金額にして１４８，０００円もの差を設ける合理

的な理由とはなり得ない。  

    (ｲ ) みなし残業について  

      みなし残業を２０分にすることは、組合は既に了承してい  

るし、車両美化については、組合も既に実施しているのであ  

るから、Ｂ労働組合との間で差を設けるべき理由とはならな

い。  

    (ｳ ) 定修・スポットの定義の明確化について  

      定修（定期修理）・スポット（緊急対応）は既に実施され  

ており、その適用を受けるという点で、組合とＢ労働組合と

の間に違いはない。  

      また、会社によれば、その定義を明らかにすることは、Ｂ  

労働組合からの提案であった、つまり会社にとって特に必要  

な事項ではなかったということになる。  

      とすれば、定義の明確化を賞与加算の理由とする必要はな

いということであり、ますますＢ労働組合との間に差を設け

るべき必要性はない。  

    (ｴ ) スポット時間の取扱いについて  

      会社によれば、「スポット対応時間に限り単月最大労働時  

間を２８０時間にするのは会社の提案」ということであるが、  

「スポット時間を２８０時間」とすることは、既に組合に対  

しても同様に実施されているのであるから、それが明文化さ  

れたからといって労使間に新たな秩序やルールが形成される  

わけではなく、やはり差を設けるべき理由はない。  

    (ｵ ) ワンマン運行協定について  
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      ワンマン運行による１日の拘束時間について、１５時間以  

上１６時間以内を週２回までとすることは、組合とＢ労働組

合との間で、実質的に取扱いに差はない。  

      したがって、ワンマン運行による拘束時間の取扱いは、Ｂ  

労働組合を組合より優遇する根拠にはなり得ない。  

    (ｶ ) 業績評価について  

組合が会社による業績評価制度の実施に難色を示していた  

のは事実である。しかし、会社は、結局、この業績評価制度  

を実施していない。実施していない業績評価制度に協力する  

ことに合意したからといって、賞与に差を設けることは明ら  

かに不合理である。  

    (ｷ ) 業務上の指示に従うことについて  

      従業員が使用者からの適法な業務上の指示に従うことは当  

然であり、組合としてもそのことを否定するつもりはない。  

      しかし、組合は、個々の従業員の業務態度に関することを  

労使協定に盛り込むことは、その性質上適当とはいえないと  

の考え方を従前より表明している。  

      それにもかかわらず、あえてこのような条項を入れていわ  

ゆる差し違え条件とすることは、まさに組合が妥結できない  

ことを見越した上で関連性のない条件に固執するものであり、  

これによって賞与の支給額に差を設けることは、不利益取扱  

いの不当労働行為にほかならない。  

    (ｸ ) よって、会社は、Ｂ労働組合に対しては、無意味な条件を

付して賞与支給額を増額し、その反面、組合に対しては、同

内容の提案すら行わず、夏季賞与支給額に差を設けたことは

不利益取扱いに該当する。  

  ⑵  被申立人の主張  

   ア  夏季賞与交渉の経緯について  

     確かに、会社がＢ労働組合との平成２１年度夏季賞与につい

ての妥結内容をファックス送信したのは、組合に対する正式な

提案の形式はとっていないが、これに係る事実経過は以下のと
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おりである。  

     会社のｙ ２ 課長（以下「ｙ ２ 」という。）は、平成２１年９

月１日に、Ｂ労働組合との協定書の２枚目以降を、送信案内を

付けて組合に送信した。ファックス送信した協定書の手書き部

分は送信文書にはなかったので、組合が内容を検討するときに

付けたものと考えられる。  

     そして、ｙ２ は、組合の労使間の窓口になっているＪ書記次

長（以下「Ｊ」という。）に架電して、他組合とはこの内容で

妥結したので、会社の提案についてもう一度検討して連絡して

ほしい旨を伝えた。このときＪが、会社からの提案かと確認し

たので、そうである旨を伝えた。  

会社は、組合との間で、Ｂ労働組合と妥結した内容と同一の

内容で妥結したいと考えて、その協議の打診をするために、Ｂ

労働組合との妥結内容を伝えたのである。  

   イ  Ｂ労働組合との協定内容である７条件の合理性について  

    (ア ) 定期昇給の凍結について  

      会社が、定期昇給は定期の昇給であり定額の昇給ではない  

と主張していることは事実である。しかし、それゆえにこそ  

毎年の労使の協議によって昇給は決定されるという認識が労  

使双方に存在しており、そのために労使慣行によって、毎年  

昇給に関し、会社と組合及びＢ労働組合との間で労使協議が

なされているのである。  

      会社は、「ゼロ回答」も含めて使用者で決定できるとか、  

労働組合との協議は不要であるとの立場は採っていない。  

      平成２０年度は、会社と組合は昇給について協議したもの  

の、何が定期昇給に当たり、何が臨時昇給に当たるかで合意  

できず、妥結に至らなかったのであり、また、平成２１年度  

は、会社が凍結を申し入れたが組合の回答を得られなかった  

ものであって、会社が一方的に決めたのではない。  

しかし、会社とＢ労働組合との間では、平成２０年度の定  

期昇給について妥結に至り、協定書も作成している。  
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      以上のとおり、平成２０年度及び２１年度定期昇給につい  

て、会社とＢ労働組合との間では合意が成立しているが、会  

社と組合との間では合意が成立していないのである。  

    (イ ) みなし残業について  

      みなし残業時間を２０分にすることについて、会社と組合  

との間にかつて合意はなかった。平成２１年度夏季賞与で初  

めて合意し、同年度限りで実施したものである。  

    (ウ ) 定修・スポットの定義の明確化について  

      一般の業務以外で、定修・スポットとしての扱いを受けて  

いる業務について、定修・スポットの定義が明確でないこと  

から労使間の解釈に混乱が生じており、また、スポット時間  

の２８０時間の中身の取扱いについても具体化する必要があ  

り、これらのことがＢ労働組合と合意に至ったものである。  

      また、定修・スポットの定義が明確でないことは、賃金・  

労働時間等の労働条件に直接かかわるものであり、労使とも  

に重要な問題である。  

    (エ ) スポット時間の取扱いについて  

組合は、スポット対応時間に限り単月最大労働時間を２８  

０時間にすることは、既に組合に対しても実施されているの  

で新たなルールが形成されていないと主張する。  

      しかし、スポット時間の内容がどのようになるかについて  

は労使間で見解の相違があり、これについて合意することは  

上記のとおり労働条件に係る重要な事項であり、会社とＢ労

働組合の合意によって新たなルールが作られたのである。  

    (オ ) ワンマン運行協定について  

      組合との平成２０年度冬季賞与交渉においては、ワンマン  

運行の拘束時間は改善基準告示によるとしたものの、拘束時  

間が最大１６時間になる日は週２回までとする合意がなされ  

たわけではない。平成２０年１２月２３日付けのＢ労働組合

との協定書には、そのような明文の定めがないことから明ら

かである。  
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      そして、平成２１年度夏季賞与加算条件において、初めて  

１６時間以内を週２回までとする合意がなされ、これが労使  

協定で明文化されたのである。したがって、平成２０年度冬  

季賞与と、平成２１年度夏季賞与の加算条件は異なるもので  

あり二重に利益を与えたものではない。  

    (ｶ ) 業績評価について  

      業績評価が客観的に行われることにより、従業員の業務に  

対する評価が行われ、適正な報酬が支給される。  

      ところが、組合が何ら合理的な根拠を示さずに業績評価を  

かたくなに拒否することによって、会社は、業績評価を実現  

することができない状態であった。しかるに、Ｂ労働組合は、  

業績評価の適正な内容に理解を示し、これに同意することに  

よって、会社における業績評価導入の条件を整えたのであり、  

賞与の条件として合理的な理由が存在する。  

    (ｷ ) 業務上の指示に従うことについて  

      労働者は、労働契約の合意内容の枠内で、労働の内容・遂  

行方法・場所等に関する使用者の指揮に従った労働を誠実に  

遂行する義務を負っている。また、就業規則の合理的な規定  

に基づく相当な指示・命令である限り、就業規則の労働契約  

規律効によって労働者はその命令に従う義務を有する。  

      したがって、業務上の指示に従うことは、当然労使間で協  

議すべき事項であり、性質上労使の協定に盛り込むべき事項  

である。現に、Ｂ労働組合は、協定に盛り込んでいるのであ

る。  

      実際、会社がこのような条件を提案した理由は、従業員に  

は業務命令に従わない者も散見され、それがゆえに当然であ  

るべきこのような義務をあえて賞与の条件として提案せざる  

を得なかったのである。当該条件を労使間で確認することは、  

企業秩序維持、業務の円滑化、従業員の自覚の喚起のために､ 

十分合理的であり関連性が認められる。  

    (ｸ ) よって、会社が提案した条件は合理的な加算条件であり、  
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組合が、会社からの提案に同意しなかったのであるから、夏  

季賞与支給額に差が生じたことは不利益取扱いに該当しない。  

 ３  本件譴責処分について（争点３）  

  ⑴  申立人の主張  

   ア  本件事故とタンクの構造について  

     平成２１年２月６日、Ｘ１は、Ｋ病院において液化ガスの充

填作業を行ったが、その際、加圧弁Ｖ－２０を閉めなかった。

充填作業終了後、タンク内圧力を確認したところ圧力が上昇し

ていたので、Ｘ１ は、大気放出を行うことによってタンク内圧

力を指示圧（正常値）に戻し、退出したが、その後、再度、タ

ンク内圧力が上昇したこと（以下「本件事故」という。）が判

明した。  

     Ｋ病院のタンクは、新タイプのタンクであるから、充填作業

中に加圧弁Ｖ－２０を閉めなくともそれが事故につながること

はあり得ない。  

     よって、本件事故において、圧力上昇の結果についてはＸ１

に落度はないにもかかわらず、会社は、同月１８日に賞罰委員  

会を開催した上、同月２０日、Ｘ １ に対して譴責処分（以下

「本件譴責処分」という。）を行った。  

   イ  本件事故の因果関係について  

     本件事故は、タンクの不具合が直接の原因となっており、加  

圧弁Ｖ－２０を閉めなかったことと圧力上昇との間の因果関係  

は解明されていない。賞罰委員会においても因果関係が明らか  

でない旨の意見が出されたが、ｙ社長は、因果関係の有無を問

題とすることなく、作業マニュアルに従わなかったことが問題

であるとして処分を強行したのである。  

   ウ  Ｂ労働組合組合員が発生させた他の事故との不均衡について  

    (ア ) 平成２１年６月４日、Ｌ医療センターにおいて、Ｂ労働組

合組合員Ｍが液化ガスの充填作業を行っている際にタンク内

圧力が低下する事故が発生した。  

      この事故に対して、同月８日、会社は、安全衛生委員会を
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開き、Ｍから事情を聴き取ったところ、Ｍは、「液化酸素充

填開始後１分ほどで加圧器に液が回ったのに気づいた。」と

述べた。  

      加圧器入口弁と加圧弁のいずれか一方が閉まっていれば、  

加圧器に液化ガスが流れ込むことはないから、Ｍが加圧器に

液が回っていることを確認したということは、加圧弁Ｖ－２

０を閉めずに充填作業を行っていたことを意味する。  

      ところが、会社は、Ｍに対しては、加圧弁Ｖ－２０を閉め

ずに充填作業を行ったものであるにもかかわらず、賞罰委員

会も開かず、譴責処分を行っていない。  

    (イ ) 平成２０年６月１６日、Ｂ労働組合組合員Ｎが、東名高速

道路町田インターチェンジにおいて、トレーラーを横転さ

せる事故を発生させ、会社に対しトラクター修理費５，４

００，０００円、トレーラー廃車、改装費ほか２，０００，

０００円という多額の損害を与えた。  

      ところが、会社は、Ｎに対し、譴責処分を行っていない。  

   エ  本件譴責処分の不当性について  

     Ｘ１ とＭは、いずれも作業手順マニュアルに違反している点

においては何ら変わりがない。しかも、本件事故では機械に不

具合があったことが確認されており、Ｘ１ が加圧弁Ｖ－２０を

閉めなかったことと圧力上昇との間の因果関係が不明であるの

に対し、Ｍの事故は、現実にタンク内の圧力が低下し病院への

酸素供給を停止させており、患者の死亡にもつながりかねない

重大な危険を引き起こしているのであって、Ｍの事故の方が本

件事故よりも、より重大な事態を生じる危険性が高い。  

     また、Ｎの事故は、危険な横転事故を初歩的なミスによって

惹起せしめ、かつ、会社に甚大な損害を与えたものである。  

     上記の事情にもかかわらず、会社は、Ｘ１だけに本件譴責処

分を下し、他方、ＭやＮに対しては譴責処分をしていないので

ある。このような差別的取扱いについては、会社が組合嫌悪の

意思に基づいて本件譴責処分をしたと考えない限り説明がつか
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ない。  

   オ  よって、Ｘ１ に対する本件譴責処分は、組合の組合員である

ことを理由にしたものであって、不利益取扱いに該当する。  

  ⑵  被申立人の主張  

   ア  本件事故とタンクの構造について  

     Ｘ１ は、平成２１年２月６日、Ｋ病院において、加圧弁Ｖ―

２０を閉止して充填する必要があったにもかかわらず、これを

行わなかった。  

     会社がＸ １ に対し、本件譴責処分を行ったのは、Ｘ １ が正し

い充填作業の手順を認識していたにもかかわらず、あえてこれ

に反して、加圧弁Ｖ―２０を操作せずに充填したことを問題と

したもので、タンクの構造上、充填時に加圧弁Ｖ―２０を操作

する必要があったかどうかは関係がない。  

     組合は、Ｋ病院のタンクは、タンクの構造上加圧弁の閉止は

無意味であると主張するが、会社は、作業ミスを防止するため、

タンクの構造に関係なく作業手順を統一し、全てのタンクにつ

いて充填する際に加圧弁を閉めるように指導している。  

   イ  本件事故の因果関係について  

     組合は、本件事故においては、機械に不具合があったなどと

主張するが、そのような事実は何ら認められない。  

     この点について、Ｘ１は、「氷に埋まっていたため充填作業

をきっかけに圧力調整機が誤作動を起こした」などと述べる。  

     しかし、同人の説明では、誤作動の原因は何ら説明されてい

ない。  

   ウ  Ｂ労働組合組合員の同様の行為について   

    (ア ) Ｍの事故においては、同人が圧力計を監視する義務を不注

意で怠ったことが原因であるのに対し、本件事故においては、

Ｘ１ が作業手順に故意に反して、液化ガスを充填する際に必

ず閉止しなければならない加圧弁Ｖ―２０を閉止しなかった

ことに原因がある。  

      作業手順に従う意思があったにもかかわらず、過失で事故  
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を生じさせてしまった場合と、故意に作業手順に従わず、そ  

の結果事故を発生させた場合において、いずれが重大な責任  

を負うべきかは自明の理である。液化ガスという一歩誤れば  

大事故を引き起こす危険物を扱う会社の業務において、こと  

さら故意に作業手順に違反しているＸ１には、強い非難が加

えられるべきであり、会社としても相応の処分をもって臨む  

ほかない。  

    (イ ) Ｎの事故については、平成２０年７月８日に賞罰委員会が

開かれ、２年間の構内勤務処分と手当の一部減額処分が行わ

れている。これは、経済的な不利益をもたらす処分であり、  

譴責処分よりも厳しい内容である。  

   エ  本件譴責処分の妥当性について  

     本件譴責処分は、Ｘ１が故意に作業手順に違反したこと自体  

を問題とするものであって、組合の主張は失当である。  

     危険物を扱うべき認識が著しく鈍磨していたＸ１ に対しては、  

譴責処分をもって臨むことが妥当であったというべきである。  

   オ  以上により、本件譴責処分は、Ｘ１が故意に作業手順に違反

したこと自体を問題とするものであって、不利益取扱いには該  

当しない。  

 ４  平成２１年度の春闘以降の団体交渉の状況について（争点４）  

  ⑴  申立人の主張  

   ア  連結決算書類の開示について  

     本件では、親会社であるＡの連結決算書類が開示されなけれ

ば、賞与支払いの原資がどの程度存在するのかが明らかになら

ないという特質がある。  

     すなわち、会社は、Ａの１００％出資子会社であり、もとも

と会社が担当する高圧ガスローリー輸送には採算がとれない業

務もあり、子会社の特質として親会社の採算のとれない業務を

引き受ける立場にある。過去数十年間、会社の収支は常に赤字

であるにもかかわらず、７００，０００円を超える金額の賞与

が支給されていたのは、このような不採算部門を引き受けてい
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るという事実がＡによって評価され、Ａから賞与支払いの原資

が支出されていたからであると考えられる。  

     そうすると、親会社であるＡの連結の計算書類を開示して支

払原資についての具体的な説明を行わない限り、労使双方の見

解の対立を解消させようと努力したとはいえない。  

   イ  会社の決算関係書類について  

     これまで会社が開示した書類は、会社の平成２０年度（第４  

２期）の貸借対照表及び損益計算書だけでしかない。  

     しかし、単年度の資料だけでは、７００，０００円を超える  

金額が夏季賞与として支給されていた時期と、平成２０年度以  

降の時期との対比は不可能である。  

     また、「販売及び一般管理費」の細目が分からなければ、そ  

のうち人件費がどれだけの部分を占めているのか、他に不適当  

な経費があるのかないのかも明らかとはならない。  

     また、売上原価の明細がなければ、会社の経営状況、つまり  

どこで利益を挙げているのか、今後の収益改善の見通しなどを  

的確に分析することはできない。  

     会社が夏季賞与などを以前と比べて減額した理由が会社の経  

営状況にあるとしている以上、組合が会社の経営状況に関心を  

寄せるのは当然のことであり、会社は、会社の回答や主張の根  

拠を具体的に説明したり、組合が開示を求めている各書類を開  

示し、その論拠を示して反論するなどの努力をすることは、会  

社が負う誠実交渉義務の内容を構成している。  

   ウ  よって、上記の書類を開示しない会社の態度は、不誠実団交  

に当たる。  

  ⑵  被申立人の主張  

   ア  連結決算書類の開示について  

     親会社と子会社は、会社法及び法務省令において規定された  

支配関係にある（会社法第２条第３号及び第４号）ものの、別  

個独立の法人であり、不正行為の防止などのために必要な特別  

の場合（会社法第４３３条第３項など）を除き、一方が他方に  
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計算書類等を開示することを義務付ける法律上の規定はない。  

また、子会社が自社の従業員に親会社の計算書類を開示する義  

務があることも規定されていない。  

     本件においても、会社と親会社であるＡは、そもそも独立し

た別個の法人であり、会社が自社の従業員に対して、Ａの連結

決算書類を開示する義務はない。  

   イ  会社の決算関係書類について  

     会社の経営状態を知るには、会社の貸借対照表、損益計算書  

を検討すればそれで足りるのであり、これらの書類について、  

会社は既に開示済みである。  

     組合のいう「損益計算書の販売管理費及び一般管理費の明細  

がわかる書類」との記載のみでは、漠然とし抽象的に過ぎるし、  

組合は、「販売及び一般管理費」の明細を、会社が明らかにし  

なければならない事情について、何ら合理的な説明をしていな  

い。  

     上記資料は、会社の財務状況を把握する上で不要であり、か  

かる資料の開示はそもそも必要がない。  

   ウ  会社は、上記のとおり、可能な限り資料の開示には応じる姿  

勢を示しているのであって、これ以上組合の要求に応じる必要  

はない。  

 

第４  認定した事実  

 １  当事者等  

  ⑴  組合は、会社で働く従業員によって組織される労働組合であり、  

Ｏ労働組合の支部組織である。  

    審問終結時における組合員数は３４人である。  

    また、会社には、組合のほか、Ｂ労働組合がある。  

  ⑵  Ｘ １ は、会社のＹ ２ 営業所の従業員で、組合の副執行委員長で

あり、Ｐ分会に所属している。  

  ⑶  会社は、昭和４３年６月に特定貨物自動車運送業を目的に設立  

され、神戸市に所在する本社以外に、Ｙ ２ 営業所、Ｙ １ 営業所、
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Ｙ３ 営業所、Ｙ５ 営業所、Ｙ６ 営業所及びＹ ４ 営業所を有し、従業

員数は８４人である。  

    なお、会社は、酸素・窒素・アルゴン等の圧縮ガス、液化ガス

の製造や販売等を目的とする親会社であるＡの１００パーセント

出資子会社である。  

  ⑷  平成１８年１月５日、会社の代表取締役社長にｙ社長が就任し

た。ｙ社長以前の会社の歴代の社長は親会社であるＡの出身者で

あったが、ｙ社長は、Ａの出身者ではない初めての社長であった。  

    ｙ社長就任当時、会社には、事故などの不祥事の削減及び赤字

体質からの脱却の二つの課題があった。（乙１０ｐ２・３・３

６）  

 ２  平成２０年度冬季賞与について  

  ⑴  収益改善協力金について  

   ア  平成２０年１２月１９日、会社は、組合に対し、平成２０年  

度冬季賞与の支給額を決定する際に、今期限定措置として「収  

益改善協力金」という名目で金額を加算する提案を行った。

（甲１９、第３回審問Ｑ証言ｐ４）  

     この「収益改善協力金」とは、会社が従業員に関する評価項  

目を定め、まず従業員が各評価項目について自己評価し、その  

上で、営業所長やその他の管理職（以下「営業所長等」とい

う。）が管理職評価として各評価項目について評価を行い、営  

業所長等の評価を数値化して支給金額を算出する一次評価と、  

本社で特に評価した業績内容に応じて支給額を加算する二次評  

価の、２段階の評価で構成され、最高５０，０００円（契約社  

員は最高３０，０００円）を支給するというものである。（乙  

６、８、第４回審問ｙ陳述ｐ２９～３１）  

     会社は、この制度を導入した目的について、従業員を公平に  

処遇することと、会社が個々の従業員に何を望んでいるかの認  

識を共有するためであるとしている。（乙１０３ｐ４、第３回  

審問ｙ陳述ｐ１）  

   イ  会社は、平成２０年１２月２２日の団体交渉の場で、「２０  
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０８年冬季賞与（案）」を組合に示した。その中には、収益改  

善協力金として最高支給額が５０，０００円であり、評価基準  

は別途案内する旨が記載されていた。（甲２１、乙５４）  

     また、同日の団体交渉では、収益配分は労使で話し合ってい  

く、次回の団体交渉は同月２９日に行うとの合意がなされた。  

（甲９８）  

     平成２１年１月１３日、ｙ２は、組合に対し、業績評価の案  

を電話で説明した。（甲９９）  

   ウ  一方、会社とＢ労働組合との交渉においては、平成２０年１

２月２３日に協定書が作成され、収益改善協力金は最高５０，

０００円とする（今期限定措置）こと、今年度会社運営や業績

の向上、安全推進に功績があった業務係を対象に、別途、業績

評価により支給することが記載されている。（乙３７）  

     また、この交渉経過の中で、Ｂ労働組合は、「臨時給交渉経

過」というビラを作成し、その中には「収益改善協力金  ￥５  

０，０００（契約社員を除く全組合員）」との記載があった。  

（甲４５）  

   エ  平成２１年１月１３日、ｙ社長は、各営業所長に対し、「評  

価書ガイドライン①」という件名のメールを送信した。その内  

容は、一次評価を行う上での指針となるものであり、特に「評  

価上の注意点」としてＳからＤまでの各評価基準を記載すると  

ともに（乙９）、併せて評価シートを送付した。  

     評価シートには、勤怠状況、休日等における会社からの出勤  

要請への対応、安全性への取組、接客姿勢、環境美化など、評  

価すべき項目が２０項目あり、自己評価と営業所長等が評価す  

る管理職評価の２つの評価欄が設けられ、また、会社経費節減、  

会社評価向上及び会社運賃収入増大に関して特に貢献した場合  

や、従業員から会社への要望及び会社の管理職から従業員へ期  

待することが自由に記入できるような欄が設けられていた。

（乙７）  

     また、評価の対象期間は、評価シートでは「２００８年１月  



 - 26 - 

乃至１０月」と記載されていたが、会社は、その後、賞与の計  

算期間に合わせて平成２０年５月１日から同年１０月３１日ま  

での期間中の評価を行うよう各営業所長に伝えた。（第３回審

問ｙ陳述ｐ４・５）  

   オ  評価シートの実際の使用方法は、まず自己評価の欄は、個々  

の従業員が、２０の評価項目について、評価シートに記載され  

ているＳからＤまでの評価基準に従い、自分がどの評価に当た  

るのかをＳからＤまでで評価し、さらに、営業所責任者又は会  

社への要望があれば記入する。  

     次に、管理職評価の欄は、営業所長等が、各従業員を、同じ  

２０の評価項目についてＳからＤまでの評価基準に従い評価し、  

さらに、会社経費節減、会社評価向上及び会社運賃収入増大に  

関し特に貢献した従業員については、その内容を具体的に記述  

することとなっている。  

（乙６、１０３ｐ７、第３回審問ｙ陳述ｐ５・６）  

   カ  会社は、従業員に対し、平成２１年１月１５日付けの社内メ  

モで、従業員の自己評価に関する説明を行った。（乙７５）  

     また、評価方法に関しては、「評価書ガイドライン①」の内  

容に関する営業所長等の質問に対して回答するという方法でも  

指示された。（第３回審問ｙ陳述ｐ１０・１１）  

   キ  会社は、平成２１年１月１４日から業績評価を開始した。  

     なお、Ｂ労働組合の組合員は自己評価を行ったが、組合の組

合員は自己評価を行わなかったため営業所長等との面談も実施

されなかったが、会社は、そのことについてはマイナスに評価

しなかったとしている。（第３回審問ｙ陳述ｐ７）  

     会社は、会社経費節減、会社評価向上及び会社運賃収入増大  

に関し特に貢献した場合の一次評価の記載内容をもとに、本社  

で調査したり、営業所長等に確認しながら二次評価を行った。

（第３回審問ｙ陳述ｐ５～７、第４回審問ｙ陳述ｐ２９）  

     この二次評価において、会社は、組合の組合員について、Ｙ

４ 営業所のＩには、業務協力として１０，０００円、同営業所
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のＲには、整備協力として１１，０００円、また、Ｙ ２ 営業所

のＳには、側乗指導として１０，０００円、同営業所のＧには、

スポット定修時協力として１５，０００円、同営業所のＴには、

客先時間指定協力として１２，０００円、同営業所のＵには、

帳票類の確実さとして１２，０００円を、それぞれ加算してい

る。（甲４３、４４、乙８）  

   ク  平成２１年２月２０日、会社は、冬季賞与の一部として収益  

改善協力金を支給した。支給結果を見ると、最高額の５０，０  

００円を支給された者は、組合の組合員の支給対象者４２人の  

うち、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ及びＩの６人であり、Ｂ労働組合の

組合員及び未組織従業員の支給対象者２０人のうち１６人であ

った。（乙４４、１０３ｐ１０）  

     なお、組合の組合員で５０，０００円を支給された６人のう  

ち、Ｄは同年１月３１日に、Ｅは同年２月１０日に、Ｆは同月

２８日に、Ｇは同年９月に、それぞれ組合を脱退した。（甲４

６、４７、９２、乙５９の１・２）  

   ケ  Ｙ１ 営業所では、川崎市のＣの製造所からアルゴンガスを運

搬する業務があった（乙１００ｐ７）。Ｃの業務は、他の業務

に比べて就業時間が長くなるものの、他の業務における一日の

平均運行収入が約３０，０００円であるのに比べ、倍額に当た

る約６０，０００円の運行収入があった。（第３回審問ｙ陳述

ｐ１８）  

     会社は、Ｙ１ 営業所においてＣの業務に従事し、会社の収益

増加に貢献し、顧客の会社に対する信頼を維持した者について、

本社で評価した。（乙１００ｐ７、１０３ｐ１２・１３）  

     なお、組合は、Ｃの業務は改善基準告示に違反する可能性が

高いとし、この業務には従事しないこととした。（第１回審問

ｙ３証言ｐ６、第４回審問ｙ陳述ｐ４）  

  ⑵  ｙ１所長のメールとｙ社長のメールについて  

ア  平成２１年１月９日、ｙ１ 所長は、ｙ社長に対し、「交渉の

件」という件名のメールを送信した。  
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  その中には、「私からの提案として、Ｘ労働組合はあくまで

も平等が大好きなので、Ｘ労働組合組合員（一律）２万円か３

万円でよろしいかと思いますが。本音は支給する価値はないと

思いますけど。組合員達にも本当にこれで良いのかと思うぐら

い、Ｘ労働組合の主張している拘束時間や仕事内容で、業務を

させる事により、給料やボーナスでＢ労働組合や非組合員と大

きな比較ができる様に追い込みましょう。」と記されていた。

（甲４２）  

   イ  このメールに対して、ｙ社長は、「Ｘ労働組合がそのような

ことを言うことは想定しています。火曜日には評価方法の雛形

が届きます。皆さんは組合を離れ、よくやってくれた人に良い

点をつけてください。最終調整は本社でします。いらない人は

交通遺児育英基金等寄付先を案内します。」と記したメールを、

ｙ１ 所長だけでなく、他の営業所長に対しても送信した。（甲

４２）  

  ⑶  Ｄ、Ｅの組合脱退について  

   ア  組合のＶ分会の組合員であるＤは、平成２１年１月２１日、

組合に脱退届を提出し、同月３１日に組合を脱退した。  

（甲４６）  

     脱退理由は、組合の方針が自分の主張と異なっているという  

ものであった。（甲８８の１ｐ２４・２５）  

     その後、同年２月２０日、Ｄは、会社から収益改善協力金と

して５０，０００円の支給を受けた。  

   イ  組合のＶ分会の組合員であるＥは、平成２１年２月２日、組

合に脱退届を提出し、同月１０日に組合を脱退した。（甲４

７）  

  脱退理由は、組合費が高いというものであった。（甲８８の  

１ｐ２４・２５）  

  その後、同月２０日、Ｅは、会社から収益改善協力金として

５０，０００円の支給を受けた。  

   ウ  上記両名の脱退届は、日付と本人の署名を除き、同一の記載  
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内容・記載方法であった。（甲４６、４７）  

   エ  上記両名は、脱退届のコピーを当時のＹ１営業所長であった

ｙ３（以下「ｙ３所長」という。）に渡し、ｙ３所長はそれを本

社にファックス送信した。（第１回審問ｙ３証言ｐ７）  

  ⑷  ワンマン運行協定の改定を条件とした増額支給について  

ア  会社には、会社と組合との間で締結したワンマン運行協定が  

あり、平成１９年当時の同協定には、走行距離１，０００，０  

００キロメートル以上又は車齢１３年以上の車両の運行は二人  

乗車を原則とする旨の条項が含まれていた。（甲１６６ｐ１

３）  

   イ  平成１９年３月８日、会社は、組合に対し、ワンマン運行協  

定の撤廃に関する協議確認を申し入れた。（乙６１）  

     その後も、会社は、組合に対し、同年４月９日に同趣旨の協  

議確認を申し入れた。（乙６２）  

     また、会社は、平成２０年１１月１８日付けの文書において、  

ワンマン運行協定の廃止で１００，０００円を加算する、車両  

の代替は、車両コンディションにより会社の責任において決定  

するとの平成２０年度冬季賞与の増額支給条件を明示した。

（甲１３、乙２４）  

   ウ  会社の従業員にかかる人件費は一人平均年間約９，７００，  

０００円であり、車両の代替にかかる費用は一台約１３，００  

０，０００円である。（乙６６～６８、１０３ｐ２１）  

   エ  会社とＢ労働組合との間では、平成２０年度夏季賞与交渉の

結果、平成２０年７月８日に作成された協定書において、ワン

マン運行を許容する条件の緩和については、車両の代替を、現

行のワンマン運行協定を理由に機械的に決めるのではなく、車

両コンディションにより進めることとされた。また、車両代替

の目安については、車齢１４年又は走行距離１，１００，００

０キロメートル、あるいは１３年及び１，０００，０００キロ

メートルに達した場合とするものとされた。  

     さらに、会社とＢ労働組合との間では、平成２０年度の冬季
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賞与の交渉の結果、同年１２月２３日に作成された協定書にお

いて、ワンマン運行協定の改定に関し、車両の代替は車両コン

ディションにより会社の責任において行うこととされた。  

     なお、平成２０年度冬季賞与については、Ｂ労働組合の組合

員には一律５３０，０００円が支給された。  

（乙４、１２）  

   オ  平成２１年１月２２日、会社と組合は、平成２０年度冬季賞  

与について協定書を作成した。同協定書には、組合員一律４３  

０，０００円を支給すること、ワンマン運行協定の改定につい  

ては継続審議することなどが記されていた。（甲３０）  

 ３  平成２１年度夏季賞与について  

  ⑴  交渉経緯について  

   ア  平成２１年５月２０日、会社は、組合に対し、平成２１年度  

夏季賞与の額について組合員一律２００，０００円とすること  

を書面で回答した。（甲４９）  

同月２９日、組合は、上記回答金額が組合の要求金額とかけ  

離れた金額であるとして、書面で会社に再検討するよう求めた。  

（甲５１）  

同年６月１８日、会社は、組合に対し、組合員一律２５０，  

０００円とする再回答を書面で行った。（甲５２）  

同月２９日、組合は、上記の再回答金額が、なお組合の要求  

金額とかけ離れた金額であり、平成２０年度の夏季賞与の支給  

額である６００，０００円からも大幅な減額であることから妥  

結できないとし、同年７月２日に行われる予定の夏季賞与交渉  

において、回答金額の理由と根拠を明らかにするよう会社に書  

面で申し入れた。（甲５３）  

     同年８月２５日、組合は、親会社であるＡに対し、会社と協

力し早急に夏季賞与の解決を図るよう書面で申し入れた。（甲

５４）  

     同月２７日、組合は、夏季賞与の要求支払日の同年７月１０  

日を過ぎ、組合員が生活に困窮しているとして、夏季賞与の回  
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答金額の具体的根拠を明らかにするよう再度書面で会社に申し  

入れた。（甲５５）  

   イ  平成２１年８月３１日、Ｊがｙ社長に対し、Ｂ労働組合との

妥結内容について尋ねたところ、ｙ社長は、「ファックスを送

る。」と答え、同年９月１日、会社は、組合に、Ｂ労働組合と

の妥結内容をファックスで送信した。（甲６１、第１回審問Ｊ

証言ｐ１・２）  

     同月４日、Ｊは、ｙ２ に電話し、組合からの申入れに対する

回答を求めた。（乙８１、８２、第１回審問Ｊ証言ｐ２・３）  

     同月１０日、組合は、親会社であるＡに対し、同年８月２５

日付けの組合の申入れに対して書面で回答するよう、再度書面

で申し入れた。（甲５６）  

     同年９月１３日、組合は、会社に対し、時間的な制約もある  

として、組合員一律２５０，０００円で妥結することを文書で  

通知し、同月１６日、会社と組合は、この妥結内容について協  

定書を作成した。  

     なお、同協定書には、帰庫後のみなし残業時間３０分を２０  

分に短縮するという項目が含まれていた。  

（甲５７、５９）  

  ⑵  Ｂ労働組合との妥結内容について  

   ア  平成２１年８月２７日、会社とＢ労働組合とは、平成２１年

度夏季賞与について交渉を行った結果、組合員一律３９８，０

００円を支給する旨の協定書を作成した。（乙１４）  

イ  協定書には、概ね以下のような趣旨の項目が含まれていた。  

（乙１４）  

    ① 平成２１年度の春闘要求を取り下げ、今年度に限り定額の

昇給はしないことに応じる。  

    ② 帰庫後のみなし残業時間３０分を２０分に短縮する。  

    ③ 定期修理・スポットの定義を明確化する。  

    ④ 単月最大労働時間２５０時間を、定期修理やスポット対応

を行った場合に限り２８０時間とする。  
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     ⑤ ワンマン運行による１日の拘束時間が１５時間以上１６時

間以内となる日数は週２日までとする。  

    ⑥ 業績評価は、公平かつ公明なものとするため、評価者と被

評価者により行い、業績評価による考課を賃金等に反映す

るための協議を労使間で行う。  

    ⑦ 会社が行う業務上の指示事項には従う。  

     これらの項目の内容については、会社が提案したものもあれ

ば、Ｂ労働組合から提案したものもあった。（乙１０３ｐ２

５）  

 ４  本件譴責処分について  

  ⑴  本件事故の経緯について  

   ア  Ｘ１ は、平成２１年２月６日、新潟市所在のＫ病院に液化ガ

スを納入するため、Ｙ２ 営業所を出発し、同日午後１時２０分

頃、同病院に到着した。  

     その後、同病院において、液化ガスを病院内のタンクに充填  

する作業を開始したが、その際に加圧弁Ｖ―２０を閉めなかっ  

た。これは、Ｘ１の判断によりあえて閉めなかったものである。  

（第１回審問Ｘ１陳述ｐ１・２、第３回審問ｙ陳述ｐ２３）  

     Ｘ１ は、午後２時４０分頃作業を終了して同病院を退出した

が、Ｘ１ が退出してから約２時間後の午後４時５０分頃、タン

ク内の圧力を調整する安全弁が作動し、カスタマーサービスの  

職員が出動することになった。（甲７１、第１回審問Ｘ１ 陳述

ｐ３）  

     Ｘ１ は、この件に関して同月９日付けの顛末書を会社に提出

した。（乙２０）  

     しかし、会社は、この顛末書の記載内容を見て、Ｘ１が安全

確保のための自覚を持っていないと判断し、顛末書の再提出を  

指示した。（乙１０３ｐ４４）  

   イ  会社は、平成２１年２月１８日、Ｘ１ の業務指示不履行（手

順書無視）を議題とする賞罰委員会を開催した。（甲６３）  

     その後、会社は、同月２０日にＸ１に対し、懲戒処分として
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本件譴責処分を行った。なお、処分通知には、Ｘ１ が指示され

た作業手順を自らの勝手な判断により省略したことを問題とし、  

このことが顧客に不安を与え、荷主からの信頼を著しく損ねた

旨が記載されている。（甲７２、７３）  

  ⑵  充填作業時の手順について  

   ア  会社における「誤充填・誤操作防止教育資料」では、充填開  

始時に加圧弁Ｖ―２０を閉めるよう指示されている。（乙４

５）  

     また、「ローリー取扱い基準書」には、充填開始時に、ＣＥ  

側加圧弁を全閉にするよう記載されており、加えて、顧客の使  

用状況を確認するよう指示されている。（甲７４の１）  

     なお、Ｋ病院の加圧弁Ｖ―２０のバルブは、同バルブの操作

を禁じて針金で縛るというような措置はされていなかった。

（乙１０３ｐ３８）  

   イ  会社のテクニカル・アンド・セーフティーアドバイザーであ  

ったｙ ４ は、Ｙ ２ 営業所での保安講習の際、Ｖ―２０のバルブ

は、全部一律に閉めるように指導していた。（第２回審問Ｘ１

陳述ｐ１・５）  

  ⑶  Ｍの事故について  

    平成２１年６月４日、Ｌ医療センターにおいて、Ｍは、液化ガ

スの充填作業を行っている際に、タンク内圧力が低下する事故を

発生させた。（乙３０）  

    この事故は、Ｍが作業手順を失念したため起きたものであり、  

Ｍは、その点を深く反省していた。（第３回審問ｙ陳述ｐ２４）  

    これを受けて、同月８日、会社は、安全衛生委員会を開き、同  

人に対するバルブ操作の再教育のための側乗指導を行うことなど  

の改善指摘事項をとりまとめたが、賞罰委員会は開かず、同人に  

対して懲戒処分を行わなかった。（乙３１、第５回審問Ｗ証言ｐ

９）  

    なお、会社の就業規則は、第５４条で譴責について規定し、そ  

の第２号は、従業員として守らなければならない当然の義務を怠  
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り、その事由が軽微に止まるときには譴責すると規定している。

（甲９６）  

  ⑷  Ｎの事故について  

    平成２０年６月１６日、Ｎは、制限速度を超過してタンクロー

リーを運転し、東名高速道路町田インターチェンジでこれを横転

させる事故を発生させた。（第３回審問ｙ陳述ｐ２０）  

    この事故に対して、会社は、同年７月８日、賞罰委員会を開き、  

Ｎに対する処分について審議し、２年間の構内勤務等の処分を決

めたが、懲戒処分を行わなかった。  

    なお、同人は、構内勤務となったため、結果として、運転員と  

して支給される手当が受けられなくなるという経済的な損失を受  

けた。  

（乙４８の１～３、第３回審問ｙ陳述ｐ２４）  

 ５  平成２１年度春闘以降の団体交渉について  

  ⑴  平成２１年３月２３日、組合は、春闘統一要求事項である賃金  

引上げ要求について、会社が、口頭で原資がないから賃金引上げ  

は行えないと回答したことに納得せず、会社に対し、財務内容を  

示すよう申し入れた。（甲７８、乙２７）  

    これに対し、会社は、同年４月２３日、ｙ社長名で、会社の財

務諸表を開示する旨を文書で組合に通知した。この通知には、開

示内容、開示場所、開示方法及び開示日時などが記載されており、

開示内容については、「但し個人情報を含む書類、会社の営業施

策上秘匿すべきと当職が判断したものは開示しません。」とのた

だし書があり、また開示する時間を２時間程度としたり、閲覧者

の身分を証する書面の提示を求めたり、さらには複写をしないこ

となどの注意事項が付されていた。（甲７９、乙２９）  

    上記通知を受けて、組合は、同年５月７日、資料名と閲覧者を  

特定して資料開示を要求したところ、会社は、同月２０日、開示  

要求に応じると回答したが、併せて、開示されない情報があって  

も異議を申し立てないことなど、幾つかの事項を厳守するという  

内容を含んだ誓約書の提出を求めた。（甲８０～８２）  
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    この回答を受けた組合は、会社が事実上開示を拒否したもので  

あると受け止め、同月２９日、会社に対し、「損益計算書、貸借  

対照表（連結対応）」を提出するよう文書で通告した。（甲８

３）  

    同年６月８日に行われた平成２１年度春闘の団体交渉で、会社  

の労務担当顧問であるｙ ５ （以下「ｙ ５ 」という。）は、交渉開

始の冒頭に「今年の賃金改定については回答書通り無理です。」

と述べ、賃上げについては「できません。」と述べた。（甲１１

５の１）  

    そして、組合の組合員について、平成２１年度の定期昇給は行  

われなかった。（第３回審問Ｑ証言ｐ１１）  

  ⑵  会社の平成１９年度及び２０年度の夏季賞与額は、それぞれ７  

５４，５００円、６００，０００円であり、また、平成１９年度  

夏季賞与以前の１０年間をみても、支給額が７００，０００円を  

下回ることはなかった。（甲５３、１１０）  

    ところが、前記３⑴アのとおり、会社は、平成２１年度夏季賞  

与について、組合に対し当初は組合員一律２００，０００円とす  

る回答を行い、再回答においても、組合員一律２５０，０００円  

とした。  

    この回答を受けた組合は、同月２６日の団体交渉において、会  

社に対し、２５０，０００円の根拠を示すよう求めるとともに、  

財務内容に関する資料の開示を求めたところ、７月９日、会社は、  

会社の第４２期（平成２０年度）の貸借対照表と損益計算書等を  

開示した。開示された損益計算書によれば、営業損益は３１，９  

３５，４４０円の損失であり、税引き後の最終損益は１７，６０  

４，２３３円の損失であった。（甲８４）  

    これらの資料を検討した組合は、会社の業績を判断するには不  

十分であるとし、同月２３日、会社に対し、①過去３年間の財務  

内容書類、②損益計算書のうち売上原価の明細、③損益計算書の  

うち販売管理及び一般管理費の明細に関する資料の開示を要求し  

たが（甲８５）、会社はこれに応じなかった。  
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  ⑶  平成２１年度春闘に係る団体交渉で、ｙ５ は、賃上げについて、  

無理であるとか、できないとかの回答に終始し、また、夏季賞与  

に係る団体交渉は５回行われたが、ｙ５ は、お金がないからとか、  

仕事が暇だからとか発言するのみで、回答金額の具体的根拠を示  

さなかった。（甲５４、５５、１１５の１、第３回審問Ｑ証言ｐ

１１）  

  ⑷  会社は、その後の平成２２年３月３１日、平成２２年度春闘に  

関する団体交渉において、親会社であるＡの「第８９期計算書類

（平成２０年１月１日から同年１２月３１日まで）」を組合に手

渡した。（乙８４）  

 

第５  判断  

 １  平成２０年度冬季賞与について  

  ⑴  収益改善協力金について（争点１⑴）  

    組合は、会社が、平成２０年度冬季賞与の支給に当たり、収益  

改善協力金の制度を十分説明することなく導入した上、恣意的な  

評価を行い、結果として、支給額について、Ｂ労働組合の組合員

及び未組織従業員と差を設けたことは、組合の組合員に対する不

利益取扱い及び組合の弱体化を企図した支配介入であると主張し、  

会社はこれを否認するので、以下検討する。  

   ア  収益改善協力金の制度について  

    (ｱ ) 会社は、平成２０年度冬季賞与の支給に当たり、収益改善  

協力金の制度を導入したが、この制度を導入した目的は、従  

業員を公正に評価し、その評価に応じた適切な処遇を行うた  

めであるとしている〔第４の２⑴ア〕。  

使用者が、その事業の遂行に当たり、業態に応じた評価項  

目や評価方法を定めて個々の従業員の業務上の成果や業務態  

度について評価し、その評価結果に沿った処遇を行うことは、  

各企業において一般的に行われていることであり、その評価  

の内容や手法が適正である限り、格別の問題はないといえる。  

    (ｲ ) 収益改善協力金の評価項目については、一次評価は、勤怠  



 - 37 - 

状況、休日等における会社からの出勤要請への対応、安全性  

への取組、接客姿勢、環境美化などの２０項目に加え、経費  

節減や収益の増大に貢献したかなどについて具体的に評価す  

るものであり、また、二次評価は、従業員の自己評価や各営  

業所長の評価を考慮しつつ、本社において、さらに全社的な  

見地から、個々の従業員の会社に対する貢献に係る評価を加  

えるものである〔第４の２⑴エ、オ〕。  

これらの評価項目は、それ自体不合理な内容であるとか、  

組合からすれば、到底受け入れられないような内容であると  

は認められず、全体として、会社の業務を円滑に遂行する上  

で適切な評価項目であり、適正なものと認められる。  

    (ｳ ) 次に、評価方法については、各営業所長が一次評価を行う  

に際しては、ｙ社長から示された指針である「評価書ガイド

ライン①」、とりわけ「評価上の注意点」であるＳからＤま

での各評価別の記載例を参考にして評価を行うこととされ、  

評価する上で疑問点があれば、その都度ｙ社長に質問するな

どして、会社として、統一的な評価基準により行っていたも

のであり〔第４の２⑴エ、カ〕、また、本社が二次評価を行

うに際しては、各営業所長の意見を踏まえた上で、本社で調

査したり、営業所長等に確認しながら、個々の従業員の会社

に対する貢献や業務態度を評価するものであって〔第４の２

⑴キ〕、その評価方法に特に不合理な点は見当たらず、全体

として適正なものと認められる。  

    (ｴ ) なお、組合は、平成２０年１２月２２日の団体交渉におい  

て、収益配分については労使で話し合うということで合意し、  

収益改善協力金に係る業績評価の評価項目や評価方法等につ  

いては、会社と組合が協議を行った上で導入することを確認  

した旨主張するが、当該団体交渉の議事録では、収益配分は  

労使で話し合っていく、と記載されているのみで〔第４の２  

⑴イ〕、評価項目や評価方法等についても両者で協議を行う  

という合意があったかについては明確ではなく、他にそのよ  
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うに合意したと認めるに足りる疎明はない。  

   イ  会社が行った業績評価の結果について  

    (ｱ ) 組合は、業績評価について、会社が恣意的で不公平な評価  

をしていると主張する。  

確かに最高額の５０，０００円を支給された者をみると、  

組合の組合員では、支給対象者４２人のうち６人であり、Ｂ

労働組合の組合員及び未組織従業員の支給対象者では、２０

人のうち１６人であることからすれば、最高額を支給された

者の比率は、組合の組合員の方が明らかに低いことが認めら

れる〔第４の２⑴ク〕。  

    (ｲ ) しかしながら、会社の実際の評価結果を詳細にみると、例  

えば、Ｙ ２ 営業所の組合員であったＧに対しては、スポット

定修時協力として１５，０００円を加算し、結果的には最高

額の５０，０００円を支給しており、その他数名の組合員に

対しても、会社に対する貢献を評価し、それぞれ一定の金額

を加算していることが認められ〔第４の２⑴キ〕、また、Ｙ

１ 営業所の組合員であったＤ、Ｅ、Ｙ ３ 営業所の組合員のＨ、

Ｙ ４ 営業所の組合員のＩ、Ｙ ２ 営業所の組合員であったＦの

５人について、同人らが組合員であった頃の業績を評価して

最高額を支給していることが認められ〔第４の２⑴ク〕、こ

れらの事実からすれば、会社は、組合の組合員を恣意的に低

く評価しているとまでは認められない。  

    (ｳ ) また、Ｙ１ 営業所におけるＣの業務については、当該業務

による運行収入が他の業務に比して高額であることからすれ

ば〔第４の２⑴ケ〕、この業務に従事する従業員を会社に対

する貢献が大きいとして、これに従事しない従業員と比較し

て高い評価をすることには合理的理由があると認められる。  

なお、Ｃの業務については、組合が、独自にその業務が

違法である可能性があると判断した上で業務に従事しないこ

ととし〔第４の２⑴ケ〕、業務を拒否した結果として、当該

業務に従事しない組合の組合員と従事する従業員との間で評
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価に差が生じたとしても、それを不当ということはできない。  

    (ｴ ) 以上のとおり、会社における収益改善協力金に係る評価に  

ついては、会社が、組合の組合員とＢ労働組合の組合員及び

未組織従業員との間で差別的取扱いをしたと認められる事実

はなく、最高額を支給された者の比率が、組合の組合員の方

が低くなっていることは、個々の従業員に対して行われた評

価を反映した結果であるということができ、これをもって直

ちに不当労働行為であると断定することはできない。  

   ウ  Ｄ、Ｅの脱退と支給額との関連について  

     組合は、組合を脱退したＤ、Ｅの両人が、収益改善協力金の

最高額である５０，０００円の支給を受けたのは、会社が組合

脱退を働きかけたことを示すものであると主張し、脱退勧奨の

根拠として、上記両人の組合脱退届が類似しており、会社がそ

の写しを保管していることを挙げる〔第４の２⑶ウ・エ〕｡ 

確かに、Ｄ、Ｅについては、両人が脱退した直後に最高額

の ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 の 支 給 を 受 け て い る こ と が 認 め ら れ る が

〔第４の２⑴ク〕、脱退の理由として、Ｄは、組合の方針が

自分の主張と異なると述べ、また、Ｅは、組合費が高いと述

べていることが認められ〔第４の２⑶ア・イ〕、これらの理

由以外に両人から格別の脱退理由が示されていない以上、会

社の勧奨により組合を脱退したことを認めるに足りる疎明は

ないといわざるを得ない。  

    なお、組合は、Ｆ、Ｇの両人についても、両人が収益改善協

力金の最高額である５０，０００円の支給を受けたことと組合

脱退の事実とは関連があると主張するが、この主張を認めるに

足りる疎明はない。  

   エ  Ｂ労働組合との交渉について  

組合は、Ｂ労働組合が作成し掲示した「臨時給交渉経過」と  

いうビラを根拠に、会社がＢ労働組合との間で、収益改善協力

金として一律５０，０００円を支給することで合意したと主張

する。  
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     しかしながら、当該ビラは、会社とＢ労働組合の交渉の途中

経過を表すものに過ぎないのであって〔第４の２⑴ウ〕、会社

とＢ労働組合の間にそのような合意があったことを示すものと

は認められず、組合の主張は失当である。  

   オ  ｙ社長がｙ１所長等に送信したメールについて  

組合は、ｙ社長がｙ１ 所長等に送信したメールについて、会

社の不当労働行為意思の表象であると主張する。  

しかしながら、ｙ社長が当該メールをｙ１ 所長のみならず他

の営業所長に対しても送信していることや、組合が問題とする

「皆さんは組合を離れ、」の前に「火曜日には評価方法の雛形

が届きます。」と記述されていることからすれば〔第４の２⑵

イ〕、当該メールは、所属組合の如何を問わず従業員個々の業

績等に基づいて適正に評価するよう指示したものであると解す

るのが自然である。また、ｙ社長が当該メールの文中で、組合

のことはＸ労働組合と呼んでいることからしても〔第４の２⑵

イ〕、当該メールでいうところの「組合」とは、特定の労働組

合ではなく、一般的な労働組合の意味で使用されていると解す

るのが相当であって、組合を指すものであると断定することは

できない。  

以上のことから、ｙ社長がｙ１ 所長等に送信したメールをも

って、直ちに会社の組合嫌悪の情を表象するものと判断するこ

とはできない。  

   カ  小括  

     以上のことを総合的に考慮すると、会社が、平成２０年度冬  

季賞与の支給に当たり、収益改善協力金の制度を導入し、業績  

評価を実施した結果、従業員に支給した賞与の額について、組  

合の組合員とＢ労働組合の組合員及び未組織従業員との間に支

給額の差を設けたことは、当該業績評価の結果によるものであ

り、会社が、組合の弱体化を意図して制度を導入したとも、組

合の組合員に対し差別的取扱いを行ったとも認めることはでき

ず、労働組合法第７条第１号及び第３号に該当しないと判断す
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る。  

  ⑵  ワンマン運行協定の改定を条件とした増額支給について（争点  

１⑵）  

    組合は、会社が、平成２０年度冬季賞与において、ワンマン運  

行を許容する条件の緩和と引換えに、Ｂ労働組合の組合員と組合

の組合員への支給額との間に１００，０００円の差を設けたこと

は、不利益取扱い及び組合の弱体化を企図した支配介入であると

主張し、会社はこれを否認するので、以下検討する。  

   ア  ワンマン運行協定改定案について  

組合は、会社が、平成２０年度冬季賞与において、ワンマン  

運行協定改定案の受諾を増額支給の条件としたことは、組合に  

とって受け入れ難いものと見越した上で提案を行ったものであ  

り、いわゆる差し違え条件であると主張する。  

     確かに、一般に、使用者が賞与を増額する前提条件として提  

案した内容が、抽象的で具体性を欠くものであるなど合理性を  

有しないものであり、使用者が、当該条件を労働組合が受諾し  

ないであろうことを予測し得たにもかかわらずあえて提案し、  

これに固執して労働組合に受諾を迫るような場合は不当労働行  

為が成立するといえる。  

   イ  ワンマン運行協定改定案の合理性の有無について  

    (ｱ ) ワンマン運行協定は、車両の使用年数と走行距離を目安に  

して、従業員が一人で乗車し業務を行う車両に制限を設け

〔第４の２⑷ア〕、より安全な運行を確保するために協定さ  

れたものであって、会社の収益改善を直接の目的とするもの  

ではないことが認められる。  

しかし、賞与は、会社の業績に応じて支給されるものであ  

るから、当該協定の改定を実施することによって、会社の収  

益が改善され、賞与の原資が生ずるとすれば、ワンマン運行  

協定改定案を増額支給の条件とすることにも合理性があると  

いえる。  

    (ｲ ) 組合は、ワンマン運行協定改定によっては賞与を加算する  
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原資は生じないと主張する。また、仮に車両更新の時期が１  

年延びたとしても、そのことで会社の経費が削減され、結果  

的に利益が生じるのは次年度以降であり、平成２０年度冬季  

賞与の加算金の原資にはなり得ないとも主張する。  

      しかし、同協定の内容を、一人乗車を増やす方向に改定す  

れば、人件費や車両経費の負担が減少し〔第４の２⑷ウ〕、  

会社の収益改善に一定の効果がもたらされるものと思料され、  

たとえワンマン運行協定の改定が行われた当該年度において、  

直ちに賞与の加算金の原資となることはないとしても、長期  

的に見れば会社の収益が改善され、従業員に利益を還元する  

ことも可能になると思料される。  

      したがって、同協定の改定によって、どれほどの賞与加算  

金の原資を生むかが計算上直ちに算出できないとしても、そ  

のことをもって、同協定の改定を提案すること自体が合理性  

を有しないとまでいうことはできない。  

    (ｳ ) また、ｙ社長の就任時の課題の一つが赤字体質からの脱却

であり〔第４の１⑷〕、会社は、経営改善を目的として、平

成２０年度冬季賞与交渉以前の労使交渉でも、同協定の改定

を提案していたことが認められ〔第４の２⑷イ〕、このこと

からすれば、会社が、組合にとって同提案を受諾することが

困難であることを見越して、平成２０年度冬季賞与の労使交

渉を有利に導くために意図的に提案したと認めることはでき

ない。  

    (ｴ ) 以上のことからすれば、ワンマン運行協定の改定は、会社  

の収益改善に資するものであり、会社が平成２０年度冬季賞  

与交渉の際に、その受諾を条件に１００，０００円を上乗せ  

して支給すると提案したことは、賞与が本来業績給という性  

格を有することからしても、冬季賞与と全く関連性のない、  

不合理な条件を付したものとはいえず、また、会社が、組合  

にとって同提案を受諾することが困難であることを見越した  

上で提案したものであると認めることはできない。  
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   ウ  会社とＢ労働組合との交渉について  

組合は、会社がＢ労働組合に対し、平成２０年度夏季賞与及

び同年度冬季賞与の支給に際し、ほぼ同内容のワンマン運行を

許容する条件の緩和と引換えに賞与の上乗せ支給をしたもので

あって、二重の利益を与えたと主張する。  

しかしながら、会社がＢ労働組合と合意した同協定の改定案

は、夏季賞与の際は、その基準を緩和する内容であるのに対し、

冬季賞与の際は、車両の代替は会社の責任において行うという

実質的には同協定の解消に等しいとみなし得る内容であって

〔第４の２⑷エ〕、それぞれの支給の根拠が異なるものと認め

られ、組合の上記主張は採用できない。  

   エ  小括  

     以上のことを総合的に考慮すると、会社が、平成２０年度冬  

季賞与の支給に当たり、ワンマン運行協定改定案の受諾を追加  

支給の条件としたこと、及び同協定の改定を受諾したＢ労働組

合の組合員と同協定の受諾を拒否した組合の組合員とで賞与の

支給額に差を設けたことは、いずれも労働組合法第７条第１号

及び第３号に該当しないと判断する。  

 ２  平成２１年度夏季賞与について（争点２）  

   組合は、会社が、平成２１年度夏季賞与の支給に当たり、支給額  

について、組合の組合員とＢ労働組合の組合員との間に１４８，０

００円の差を設けたことは不利益取扱いであると主張し、会社はこ

れを否認するので、以下検討する。  

  ⑴  会社からの提案の有無について  

   ア  平成２１年度夏季賞与に関する交渉の過程で、平成２１年９  

月１日に、会社とＢ労働組合との間の妥結内容を記載した文書

が、会社から組合事務所にファックス送信されたことについて、

組合は、会社から賞与についての提案を受けたものではないと

主張し、会社は、上記妥結内容と同一の条件について検討を求

めて提案したものであったと主張する。  

   イ  平成２１年９月４日、ｙ２とＪの間で、電話で何らかの会話
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が行われたことは認められるものの〔第４の３⑴イ〕、その内

容について、特にｙ２ の発言については会社の主張を裏付ける

具体的な疎明がなく、会社の主張は採用できない。  

   ウ  しかしながら、仮に上記ファックスが、会社からの平成２１  

年度夏季賞与に関する正式な条件提示ではないとしても、会社  

がＢ労働組合との妥結内容が記載された書面を組合に送信し、

そのことによって、組合は、会社とＢ労働組合との妥結内容を

知り得たものである。そうであれば、組合は、Ｂ労働組合と会

社の妥結内容に準じて妥結するなり、あるいはそれを踏まえて、

組合として独自の提案をするなりして、会社に団体交渉を申し

入れることもできる状況にあったということができる。  

     しかるに、組合は、平成２１年度夏季賞与に関しては、組合  

側から独自の提案や団体交渉の申入れを行うことはなく、また、  

Ｂ労働組合との妥結内容に準ずるという選択も行わなかったも

のであって、このことからすれば、組合は、結果的に、会社が

平成２１年６月１８日に回答した組合員一律２５０，０００円

を支給するとの提案を受け入れることを自ら選択したものであ

ると判断せざるを得ない。  

  ⑵  Ｂ労働組合との妥結内容について  

   ア  組合は、会社が７項目の無意味かつ不合理な条件をつけてＢ

労働組合と妥結し、支給額の上乗せを行った旨を主張する。  

   イ  しかしながら、会社とＢ労働組合との妥結条件は、両者がそ

れぞれの立場から条件を提示し、協議を行った上で合意に至

った結果であると認められ〔第４の３⑵ア・イ〕、その意味

から両者にとってはそれぞれの項目が無意味な条件とはいえ

ず、第三者である組合が、その内容について容喙すべきもの

ではない。  

     また、組合は、７項目の条件のうちには、組合との間におい  

ても合意がなされ、あるいは既に実施されている項目があると  

も主張するが、そうであれば、そのことを会社との交渉の場で  

採り上げて独自の交渉を進めればよいのであって、組合の上記  
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主張は採用できない。  

  ⑶  小括  

    以上のことを総合的に考慮すると、会社が、平成２１年度夏季  

賞与において、組合の組合員とＢ労働組合の組合員との支給額に

ついて１４８，０００円の差を設けたことは、それぞれの労働組

合と会社との交渉結果による差異というべきであり、労働組合法

第７条第１号に該当しないと判断する。  

 ３  本件譴責処分について（争点３）  

   組合は、本件譴責処分は、Ｘ１が組合員であることを理由に行っ

た不利益取扱いであると主張し、会社はこれを否認するので、以下  

検討する。  

  ⑴  加圧弁の操作について  

   ア  Ｘ１は、本件事故において、加圧弁Ｖ－２０を閉めずに液化  

ガスの充填作業を行ったものであるところ、組合は、当該液化  

ガスタンクの構造上、充填作業を行う際に加圧弁Ｖ－２０を閉  

めなくても問題は生じないものであって、Ｘ１の作業手順には  

非がなかったと主張する。  

   イ  しかし、およそ液化ガスのような危険物を取り扱うことを業  

とする会社においては、取扱者に万一過誤があっても、具体的  

な危険が発生しないような取扱準則を作成し、従業員にこれを  

遵守するように指導すべきことは言うまでもない。  

     会社において使用されているマニュアルである「誤充填・誤  

操作防止教育資料」や「ローリー取扱い基準書」（以下これら  

を「指示書」という。）には、加圧弁Ｖ－２０を閉めるように  

明示されているところであり〔第４の４⑵ア〕、また、会社の  

テクニカル・アンド・セーフティーアドバイザーであったｙ４  

も、従業員に対する保安講習において、結論として全部一律に  

閉めるように指導していたのであるから〔第４の４⑵イ〕、危  

険物を取り扱う従業員としては、上記指示書を厳に遵守すべき  

ものである。  

   ウ  しかるにＸ１ は、指示書に加圧弁Ｖ－２０を閉めるように明
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示されていることを認識しながら、当該タンクの構造上、加圧

弁Ｖ－２０を閉めなくても問題は生じないとして指示書に反し

て加圧弁Ｖ－２０を閉めなかったのであり〔第４の４⑴ア〕、  

これは会社の業務上の指示に反するものであって、非難される

べき所為である。  

  ⑵  本件譴責処分について  

   ア  組合は、Ｋ病院でタンク内圧力が上昇したことと、Ｘ１が加

圧弁Ｖ－２０を閉めずに充填作業を行ったこととの間に因果関

係がなく、本件譴責処分は不当である旨主張する。  

   イ  確かに、Ｘ１ が作業を終えた２時間後に、タンク内圧力が何

らかの原因により上昇しており〔第４の４⑴ア〕、Ｘ １ の所為

と圧力の上昇との間の因果関係は必ずしも明確であるとはいえ

ず、しかも、本件事故においては、タンク内圧力が上昇したも

のの、カスタマーサービスの職員が対処したので、実際の被害

は発生していないことが認められる。  

   ウ  前記のとおり、Ｘ１ の所為は、指示書に加圧弁Ｖ－２０を閉

めるように明示されていることを認識しながら、あえてこれに

従わないで加圧弁Ｖ－２０を閉めずに充填作業を行ったもので

あって、このこと自体は非難されるべき所為ではあるが、上記

イの事情を勘案すれば、懲戒処分である譴責処分が相当である

か否かについてはにわかに判断しがたいといわざるを得ない。  

  ⑶  組合が主張する他の事故との比較について  

   ア  組合は、会社がＢ労働組合の組合員であるＭやＮの事故につ

いては譴責処分等の懲戒処分を行わなかったのに対し、本件事

故については賞罰委員会を開いて懲戒処分を決定したことは、

不利益取扱いであると主張する。  

   イ  Ｍの事故について  

     Ｍは、本人の不注意により、Ｌ医療センターにおいて、液化

酸素充填後、タンク内圧力が低下する事故を発生させたことが

認められ〔第４の４⑶〕、これは重大な事態につながる不注意

であったといえる。  
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この事故を、会社の就業規則に則してみると、第５４条第２  

号の義務懈怠に該当するとも解釈でき〔第４の４⑶〕、そうで  

あるとすると、会社が賞罰委員会を開いて審議を行わなかった  

ことは、本件事故への対応と比較して、均衡を失するものと思  

料される。  

   ウ  Ｎの事故について  

    (ｱ ) Ｎは、速度超過でタンクローリーを横転させるという事故

を起こし、会社に多大な損害を与えたものであり、この事故

によって構内勤務を命じられ、運転手手当が受けられなくな

るという経済的な制裁を受けたことが認められる〔第４の４

⑷〕。  

    (ｲ ) しかし、Ｎが起こした事故はタンクローリー運行中の交通

事故であり、Ｘ１ やＭのバルブ操作の事故とは性質が異なり、

Ｍの事故や本件事故と単純に比較することはできない。  

  ⑷  会社の不当労働行為意思について  

ア  上記のとおり、会社の本件事故への対応とＭの事故への対応

とが均衡を失することについて、会社は、Ｍの事故はＭが加圧

弁Ｖ－２０を閉める必要性については認識していたものの、ガ

ス充填作業に際し、圧力計の常時監視を不注意で怠ったことに

より発生した事故であるのに対し、本件事故はＸ１の故意によ  

るものであるので、両者の事故を同一に扱えないと主張する。  

確かに、どちらの事故もタンク内の圧力が変化するという状  

況が発生し、重大な事故につながる可能性があったことは否め  

ないものの、不注意により加圧弁Ｖ－２０を閉めなかったＭの

所為と、指示書に加圧弁Ｖ－２０を閉めるように明示されてい

ることを認識しながら、これに従わないで加圧弁Ｖ－２０を閉

めなかったＸ１ の所為との間には、非難の度合いに差があると

いうべきであって、会社の主張も理由なしとしない。  

   イ  また、会社においては、ｙ社長が就任してから、会社と組合

との間で、夏季及び冬季の賞与等をめぐって厳しい主張の対立

があり、平成２０年１０月１０日には、組合は、会社を被申立
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人として、当労働委員会に不当労働行為救済申立てを行ってい

ることが認められる。  

しかしながら、一般に、労使関係が厳しい対立状況にあると  

しても、それは会社の経営状況等様々な原因によるものであっ  

て、このことをもって直ちに会社が組合に対して嫌悪の情を有  

しているとはいえない。  

   ウ  結局のところ、会社が、上記アの理由からではなく、組合や

Ｘ１ が行う組合活動に対して反感を持ち、そのことを理由に本

件処分を行ったと認定するに足りる疎明はないといわざるを得

ない。  

  ⑸  小括  

以上のことを総合的に考慮すると、本件譴責処分は、会社がＸ  

１ に対し、組合の組合員であるが故に行った不利益取扱いとは認

められないと判断する。  

 ４  平成２１年度春闘以降の団体交渉について（争点４）  

   組合は、会社が、団体交渉において、会社の経営状況について具  

体的な説明をせず、また、決算書類の附属書類や親会社であるＡの

連結貸借対照表等を開示しないことは、不誠実な団体交渉であると

主張し、会社はこれを否認するので、以下検討する。  

  ⑴  本件における会社の説明義務について  

   ア  労働者にとって、賃金は最も重要な労働条件の一つであると  

ころ、会社において、平成２１年度春闘の結果、定期昇給が凍  

結され〔第４の５⑴〕、さらに夏季賞与が大幅に減額されると  

いう状況であったことからすれば〔第４の５⑵〕、組合が会社  

の経営状況について詳細な情報を得たいと考えるのは当然のこ  

とであり、会社は、組合の理解が得られるように、組合の要求  

や主張に対して回答することはもとより、会社の主張の根拠を  

具体的に説明したり、賃金減額の必要性に関する資料を示すな  

どし、また、結局において組合の要求に対し譲歩することがで  

きないとしても、その論拠を示して反論するなどの努力をすべ  

き義務があるといえる。  
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     ここでいう資料とは、必ずしも会社に法律上作成が義務付け  

られている資料や、現に存在する資料に限定されるものではな  

く、会社の経営に係る諸情報に基づき、会社が説明用に作成し  

たものであったとしても何ら差し支えはない。  

   イ  しかるに、会社は、平成２１年度春闘以降の団体交渉におい  

て、会社の財務諸表自体は開示しているものの、その内容を理  

解するのに必要と思料されるそれ以外の説明資料は示していな  

いし、また、親会社であるＡの連結貸借対照表等は、平成２１

年度春闘交渉後１年近く経過してから開示しているのであって

〔第４の５⑵・⑷〕、これらのことからすれば、会社は、組合

の理解を得るために必要な資料を示すなどして、十分な説明を

行ったとは認め難い。  

   ウ  次に、組合との交渉における会社の説明の具体的状況につい  

てみると、ｙ５は、平成２１年６月８日に行われた平成２１年  

度春闘に係る団体交渉において、無理であるとか、できないと  

かの回答に終始しており〔第４の５⑴〕、また、夏季賞与に係  

る団体交渉においても、お金がないからとか、仕事が暇だから  

といった回答〔第４の５⑶〕をするだけであり、およそ組合の  

理解が得られるように丁寧に説明を尽くしたとは認め難い。  

   エ  他方、経営資料の開示に係る組合の対応については、会社が  

たとえ幾つかの条件を付けたとしても、一応開示に応じるとし  

ているのに、一方的に事実上開示を拒否したものとみなし〔第  

４の５⑴〕、結局のところ資料の開示を受けなかったことが認  

められ、この組合の態度は、労使関係を形成する上でいささか  

かたくなであり問題なしとしない。  

     さらに、親会社であるＡの連結貸借対照表及び損益計算書に

ついても、組合が団体交渉の場で、会社に対し、それらの書類

が交渉の資料として必要であるとする根拠を十分に説明した上

で要求したとは認めがたい。  

  ⑵  小括  

    以上のことを総合的に考慮すると、平成２１年度春闘以降の団  
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体交渉について、組合の交渉態度にも問題はあるものの、会社の  

対応は全体として不誠実な団体交渉態度であると評価せざるを得  

ず、労働組合法第７条第２号に該当すると判断する。  

 

第６  救済の方法  

 １  組合は、団体交渉に係る救済内容として、無条件で、親会社であ  

るＡの連結貸借対照表及び損益計算書を開示することや、会社の販

売管理費及び一般管理費の明細が分かる書類を開示することを求め

ているが、Ａの貸借対照表及び損益計算書は既に開示されており、

会社の販売管理費及び一般管理費の明細が分かる書類については、

具体的に特定できないことから、これらの書類についての開示を命

じるまでもないと判断する。  

   また、既に平成２１年度春闘及び夏季賞与交渉は終了しているの  

で、このことについて、もはや団体交渉の実施を命じるまでもない  

と判断する。  

 ２  しかし、本件について、組合が具体的に経営状況を説明するよう  

要求したにもかかわらず、それに応じていないという会社の対応を  

勘案すれば、会社は、今後団体交渉に同じような態度で臨む可能性  

が高いと考えられるので、当労働委員会は主文のとおり命じる。  

   なお、組合は、謝罪文の掲示を求めているが、主文の程度をもっ  

て足りると判断する。  

 

第７  法律上の根拠  

   以上の認定した事実及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法  

第２７条の１２及び労働委員会規則第４３条の規定を適用して、主  

文のとおり命令する。  

 

  平成２４年１月２６日  

 

兵庫県労働委員会           

会長  滝  澤  功  治  ㊞  


